
様式 １　公表されるべき事項

Ⅰ 役員報酬等について1　役員報酬についての基本方針に関する事項

  ②  令和3年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

独立行政法人医薬品医療機器総合機構（法人番号3010005007409）の役職員の報酬・給与等について

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

【医薬品医療機器総合機構の事業内容と役員の報酬水準】
当機構は、医薬品や医療機器等の品質・有効性及び安全性について、治験前から承認までを

一貫した体制で指導・審査する「審査」及び市販後における安全性に関する情報の収集・分析・
提供を行う「安全対策」、並びに医薬品の副作用や生物由来製品を介した感染等による健康被
害に対し迅速な救済を図る「健康被害救済」の三業務を遂行し、国民保健の向上に貢献するこ
とを使命とする。

この中で、当法人の役員は、審査・安全対策・健康被害救済の三業務を総括する一方で、アカ
デミアや医療現場、産学界との連携を進めるなど、高いマネジメント能力やリーダーシップに加
えて、医薬・医療に関する高度な専門性が求められ、こうした職務内容の特性を踏まえ、また、専
門技術的知識・経験を有する職員の給与水準との均衡を考慮するとともに、国や他の法人を参
考にして役員報酬の支給水準を決定している。

【他法人との比較】
役員報酬の決定に当たり、当機構と類似性を持つ法人がないことから、他法人との比較は行い

にくいが、厚生労働省が所管している他法人と当機構について、役員の年間報酬（令和２年度）
を比較すると、法人の長では18法人中7番目、理事では18法人中12番目となっている。

【国家公務員との比較】
令和３年度の当機構の理事長の俸給月額は1,071,000円で、国家公務員指定職7号俸（内閣

府審議官等）1,107,000円と6号俸（外局の長官）の月額1,035,000円との間に位置する。理事の
俸給月額は793,000円で、3号俸（外局の次長など）の818,000円と2号俸の月額761,000円との間
に位置し、監事の俸給月額は741,000円で、2号俸と1号俸の月額706,000円との間に位置する。

当法人においてはいわゆる業績給は未導入であるが、役員の特別手当について法人の業務
実績の評価結果等を勘案のうえ、増額又は減額して支給できると役員給与規程に定め、業績評
価を役員報酬に反映させることができる仕組みを導入している。



法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和3年度における改定内容

役員の報酬は役員給与規程に則り支給される。
法人の長たる理事長の給与は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別

手当とし、俸給月額は1,071,000円、特別調整手当の月額は俸給に100分の12
を乗じた金額である128,520円となっている。

特別手当についても役員給与規程に則り、受けるべき俸給及び特別調整手

当の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特

別調整手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、一定の率（令和

3年度は6月分は100分の160.0、12月支給分は100分の160.0）を乗じて得た額

を基礎として、在職期間の割合を乗じて得た額としている。

理事の給与は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当とし、俸
給月額は793,000円、特別調整手当の月額は俸給に100分の12を乗じ
た金額である95,160円となっている。

特別手当についても役員給与規程に則り、受けるべき俸給及び特別
調整手当の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに
俸給及び特別調整手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額
に、一定の率（令和3年度は6月分は100分の160.0、12月支給分は100
分の160.0）を乗じて得た額を基礎として、在職期間の割合を乗じて得た
額としている。

監事の給与は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当とし、俸給月
額は741,000円、特別調整手当の月額は俸給に100分の12を乗じた金額であ
る88,920円となっている。

特別手当についても役員給与規程に則り、受けるべき俸給及び特別調整手
当の月額並びに俸給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに俸給及び特
別調整手当の月額に100分の20を乗じて得た額の合計額に、一定の率（令和
3年度は6月分は100分の160.0、12月支給分は100分の160.0）を乗じて得た額
を基礎として、在職期間の割合を乗じて得た額としている。

監事（非常勤）の給与は非常勤役員手当のみが支給され、月額198,000円であ
る。



２　役員の報酬等の支給状況
令和3年度年間報酬等の総額

支給総額 報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,936 12,852 5,463
1,542

79

（特別調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,753 9,516 4,045
1,142

50

（特別調整手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

7,995 5,527 2,022
627
119

（特別調整手当）
（通勤手当） R3.9.14 ◇

千円 千円 千円 千円

14,833 9,516 4,045
1,142

130

（特別調整手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

6,847 4,289 2,022
515
21

（特別調整手当）
（通勤手当） R3.9.13 ◇

千円 千円 千円 千円

13,870 8,892 3,780
1,067

131

（特別調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,376 2,376

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「特別調整手当」は、地域手当に相当する手当を指し、支給割合は12％である。
注４：千円未満は四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

A監事

D理事

A理事

B理事

その他（内容）

C理事

法人の長

前職
就任・退任の状況

役名

B監事
（非常勤）

本法人は、医薬品や医療機器等の品質・有効性及び安全性について、治
験前から承認までを一貫した体制で指導・審査する「審査」及び市販後にお
ける安全性に関する情報の収集・分析・提供を行う「安全対策」、並びに医薬
品の副作用や生物由来製品を介した感染等による健康被害に対し迅速な救
済を図る「健康被害救済」の三業務を遂行し、国民保健の向上に貢献するこ
とを使命とする。

この中で、当法人の長たる理事長は、審査・安全対策・健康被害救済の三

業務を総括する一方で、アカデミアや医療現場、産学界との連携を進めるな

ど、高いマネジメント能力やリーダーシップに加えて、医薬・医療に関する高

度な専門性が求められる。
本法人と類似の業務を実施する法人はないが、総務省が公表する「独立

行政法人の役員の報酬等及び職員の給与の水準」（令和２年度）における
「役員報酬の支給状況」によれば、本法人の長の報酬水準は他の法人と比
較しても特別高い訳ではない水準にあると言える。

こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当
と考えられる。

また、本法人の令和２年度業務実績評価結果については、6項目中S評定
1項目、A評定1項目、B評定3項目、C評定1項目（総合評定B評価）となって
おり、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。



　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　　当該役員の報酬は、厚生労働省が所管する他の独立行政法人の役員
の報酬額と比較しても妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容
の特性や令和２年度業務実績評価結果を鑑みても妥当な報酬水準である
と考える。

理事については、法人の長と同様、国民保健の向上に貢献するという使
命の下、多岐に渡る業務を総括しており、高いマネジメント能力、医薬・医
療に関する高度な専門性が求められる。理事の報酬水準は、前述の「役員
報酬の支給状況」によれば、他の法人と比較しても特別高い訳ではなく、
むしろ低い水準にあると言える。こうした職務内容の特性や他法人との比
較を踏まえると、報酬水準は妥当と考えられる。

また、本法人の令和２年度業務実績評価結果については、6項目中S評
定1項目、A評定1項目、B評定3項目、C評定1項目（総合評定B評価）と
なっており、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

監事については、財務内容等の監査を含む業務の能率的かつ効果的な運
営を確保するための監査を行う必要があるため、幅広い知識・経験が求められ
る。監事の報酬水準は、前述の「役員報酬の支給状況」によれば、他の法人と
比較しても特別に高い訳ではなく、こうした職務内容の特性や他法人との比較
を踏まえると、報酬水準は妥当と考えられる。

また、本法人の令和２年度業務実績評価結果については、6項目中S評定1
項目、A評定1項目、B評定3項目、C評定1項目（総合評定B評価）となってお
り、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

監事（非常勤）については、財務内容等の監査を含む業務の能率的かつ効
果的な運営を確保するための監査を行う必要があるため、幅広い知識・経験が
求められる。こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当と考えられる。



４　役員の退職手当の支給状況（令和3年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

4,779 4 0 R2.3.31 1.2

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当なし

理事B

理事A

理事D

該当なし

理事C

該当なし

理事D

理事A

法人の長

理事C

法人の長

監事A

法人での在職期間

判断理由

監事B
（非常勤）

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当なし

監事A

該当なし

該当なし

監事B
（非常勤）

該当なし

理事E

理事E

アカデミア出身の理事として、審査業務及びレギュラトリーサイエンスの推進に尽力した。

業績勘案率は、厚生労働省独立行政法人評価委員会において1.2と決定された。

理事B

より一層、適正な給与水準を確保するために、業績給の導入を検討していく。



Ⅱ 職員給与について

　③　 給与制度の内容及び令和3年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構では、職員の意欲・資質の向上を図るため、平成19年度から人事評価制度を実
施し、5段階の勤務評定結果を昇給幅・昇格や賞与係数（賞与支給時に乗じる指数）に適
切に反映することとしている。

なお、人事評価制度では、各年度の実績等について評価を行い、その結果を翌年度の
昇給等に反映している。

独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員給与規程に則り、俸給、諸手当（扶養
手当、地域手当、通勤手当、単身赴任手当、住居手当、初任給調整手当、超過勤務
手当）及び賞与としている。

賞与については、基準額（俸給＋地域手当）に、賞与係数（支給割合）と基準日以前
6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
令和3年度の賞与係数は、6月、12月ともに1.721～3.095の間の指数であり、役割等級
や評価によって各人の係数が決定する。

当機構の職員は、事務系職員14%、技術系職員が86%程度となっており、技術系職員
の割合が高く、できるだけ多くの優秀な技術系職員を採用する必要があるが、当機構が
必要とする人材は製薬業界等と競合関係にある。

当機構の調査によると、製薬業界20社の初任給は26.5万円（令和３年/各社HP採用
情報）と当機構の平均22.3万円と比較して高くなっている。当機構の給与水準は国家公
務員より高くなっているものの、上記の通り優秀な人材を確保するためには相応な給与
レベルが必要である。

第４期中期計画において、日本再興戦略、健康・医療戦略及び薬害肝炎事件の検証
及び再発防止のための医薬品行政のあり方検討委員会の最終提言並びに未来投資
戦略2018などの内容を反映した制度改正を踏まえた常勤職員の増員を行うため、公募
を中心に専門性の高い有能な人材を採用することとしている。また、職員の給与につい
ては、国家公務員等における水準を勘案しつつ、優秀な人材を安定的に確保する上で
の競争力を考慮して、適正かつ効率的な給与水準とすることとしている。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

662 39.8 7,703 5,716 161 1,987
人 歳 千円 千円 千円 千円

630 39.4 7,457 5,513 162 1,944
人 歳 千円 千円 千円 千円

32 46.0 12,543 9,728 137 2,815

人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.5 4,882 4,124 157 758
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.5 4,882 4,124 157 758

人 歳 千円 千円 千円 千円

56 58.8 8,006 5,960 251 2,046
人 歳 千円 千円 千円 千円

56 58.8 8,006 5,960 251 2,046

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：職種（研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員））に

　　　 ついては該当者がいないため省略した。以下、④まで同じ。

注3：任期付職員については該当者がいないため、欄自体を省略した。

注4：在外職員については、該当者が２名以下のため、個人の情報を特定させるおそれがある

　　　ことから、記載していない。

嘱託等職員

非常勤職員

再任用職員

事務・技術

区分

技術（臨床医学担当）

事務・技術

うち所定内
令和3年度の年間給与額（平均）

在外職員

事務・技術

常勤職員

うち賞与平均年齢
総額

人員



注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：「20-23歳」については該当なし

③
（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

36 54.8 12,645

71 49.4 11,031

142 42.4 8,084

275 36.6 6,221

106 28.2 4,705

④

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0 0 0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

％ ％ ％

0 0 0
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

人員

代表的職位

課長補佐・主任専門員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

平均年齢
年間給与額

最高～最低

14,318～11,454執行役員・部長

課長・審査役

区分

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

12,240～9,575

5,907～3,594

8,312～4,631

賞与（令和3年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

係長・専門員

係員・専門員

9,499～6,787

②

一般
職員
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年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

対国家公務員
指数の状況

内容

・年齢・地域・学歴勘案        １０３．４

・年齢勘案　　　　　　　    　   １１８．３

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 １１５．３
・年齢・地域勘案　　　　 　　  １０５．８

ⅰ）地域学歴を勘案した影響
■在勤地が東京都（一部大阪市）であること
・比較対象となる国家公務員の平均給与は地方も含めた全国平均であるが、
当機構の勤務地は高額の地域手当（令和3年度は20％）の支給対象地域で
ある東京都特別区（一部大阪市で16％）であることによる地域差がある。

■高学歴者の比率が高いこと
・専門的な業務を円滑に進めるためには、相当の知識・経験を有する者が必
要となることから、博士号取得者等の高学歴者の採用が必要である。
・国家公務員（行政職（一））の学歴別人員構成費における大学卒以上の比
率は60.4％、うち大学院修了者の比率は7.7％（令和3年国家公務員給与等
実態調査）であるのに対し、当機構における職員のそれは、大学卒以上の比
率は98.6％、うち大学院修了者の比率は66.1％（内訳；修士卒38.0％、博士
卒28.1％）となっている。

ⅱ）指数の算出方法等によって国家公務員と比べ指数が高くなっている要因
■住居手当の1人当たりの平均支給額が高いこと
・当機構の職員は、殆どの者が民間の賃貸住宅に居住しているため、国家公
務員（行政職（一））の1人当たりの住居手当平均支給月額が6,647円に対し、
当機構は11,962円となっている。なお、当機構の住居手当の支給基準、支給
限度額は国家公務員と同じである。

ⅲ）上記の指数算出方法等以外に、国家公務員と比較して給与水準が高く
なっている理由
■製薬業界等の給与水準が高いこと
・当機構の職員は、事務系職員14%、技術系職員が86%程度となっており、技
術系職員の割合が高く、できるだけ多くの優秀な技術系職員を採用する必要
があるが、当機構が必要とする人材は製薬業界等と競合関係にある。
　当機構の調査によると、製薬業界20社の初任給は26.5万円（令和3年/各社
HP採用情報）と当機構の平均22.3万円と比較して高くなっている。
　当機構の給与水準は国家公務員より高くなっているものの、上記の通り優
秀な人材を確保するためには相応な給与レベルが必要である。（薬学等に関
する高度の専門的な知識経験を必要とする医薬品等の審査等業務や医薬
品等の安全対策業務に従事する技術系職員については、優秀な人材を安定
的に確保していく観点から、国の研究職相当の給与水準を保つこととしてい
る。）

（法人の検証結果）
【収入予算の総額に占める国からの財政支出の割合】
収入予算の総額に占める国からの財政支出の割合　24.0％
（国からの財政支出額　8,069百万円、収入予算の総額　33,575百万円：令和
3年度予算）

【累積欠損額】
累積欠損額-円（令和3年度決算）

【管理職の割合】
管理職割合　17.0％
事務・技術職員数　630人
うち管理職員数　107人

【大卒以上の高学歴の割合】
大学卒以上の高学歴の割合　98.6％
事務・技術職員数　630人、うち大学卒以上　623人（うち修士卒254人、博士
卒175人）

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】
支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合　　27.9％
（支出総額　28,276百万円、給与、報酬等支給総額　7,878百万円）

項目

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由



【検証結果】
１．収入予算の総額に占める国からの財政支出割合は24.0％と、国費に過度
に依存しない運営を実施するとともに、累積欠損のない健全な財政を維持し
ている。

２．独立行政法人の役職員の給与等水準調査は、当該年度（4月から翌年3
月）に1年間在職し、給与等の報酬を満額受ける（期間率の減額等がない）者
が対象とされている。当機構は4月に新規採用者を多数雇用しているため、こ
れらの者は当該年度1年間機構に在職するが、賞与が期間率により減額され
ることから当調査の対象者から外されている。このため、当該調査における管
理職職員の割合は実態より高い数値となっている。
　なお、新規採用者を含めた令和4年4月1日現在の管理職の割合は、14.4％
（職員数1,020人、うち管理職員数147人）である。

３．次のような専門性の高い業務を円滑に進めるためには、相当の知識・経験
を有する者が必要となることから、博士号取得者等の高学歴者や管理的立場
にある者の対応を必要とする。

（１）健康被害救済業務
　①医薬品副作用被害救済業務、②生物由来製品感染等被害救済業務、
③スモン患者に対する受託貸付業務、④ＨＩＶ感染者・発症者に対する受託
給付業務、⑤Ｃ型肝炎感染被害者に対する給付金支給業務など、多くの健
康被害救済業務について、個人情報保護に留意しつつ、それぞれの部署に
おいて責任を持って迅速に遂行する必要がある。

（２）審査関連業務
　医薬品、医療機器、再生医療製品等の①品質、有効性及び安全性につい
て審査を行う「承認審査」、②承認申請資料などに関する相談を受ける「相談
業務」、③申請資料の倫理的・科学的信頼性を調査する「信頼性保証業
務」、④製品の製造体制を調査する「ＧＭＰ／ＱＭＳ／GCTP調査」など、審査
関連業務について高い専門性と迅速な対応が求められ、それぞれの部署に
おいて、責任をもって遂行する必要がある。

（３）安全対策業務
　医薬品・医療機器等にかかる①副作用・不具合情報の収集・整理業務、②
品質、有効性及び安全性の向上に資する調査・分析業務、③副作用情報等
に基づく添付文書の改訂業務、④医療機関や一般消費者等への情報提供
業務など安全対策業務について、高い専門性と迅速な対応が求められ、そ
れぞれの部署において、責任をもって遂行する必要がある。

４．管理職割合については、一定の割合を確保する必要がある一方で、過大
となることのないよう審査人員等の増員及び増員に伴う組織の拡大等にあ
たって管理職員の割合を適正に保つよう努めている。また、平成31年度から
第4期中期計画が始まり、今後も増員が続く中で、優秀な人材を確保するとい
う観点からは引き続き博士号取得者等の高学歴者を採用することも必要とな
る。

５．支出総額に対する給与、報酬の割合は27.9％となっている。

（主務大臣の検証結果）
　地域、学歴を勘案してもなお、国家公務員より高い水準であるものの、独立
行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）を踏
まえ、高度で専門的な人材確保ができるよう、任期制・年俸制の導入も含めた
給与水準の弾力化が図られており、引き続き、当該給与水準に基づき高度で
専門的な人材確保に努めていただくとともに、国民の皆様に納得していただ
けるよう、しっかりと検証を行っていただきたい。

　給与水準の妥当性の
　検証



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

■これまでに講じた措置
　平成19年に人事評価制度の導入に合わせ国家公務員の給与構造改革を
踏まえた新たな給与制度を構築し、給与規程等の必要な改正（中高年齢層
給与の俸給水準を引き下げる給与カーブのフラット化、賞与について総枠を
設ける仕組みの導入）を行った。
　また令和2年には能力基準給と職務給から構成されていた俸給を、役割給
へ一本化するなどし、分かりやすく持続可能な給与制度を新たに構築した。

■今後の取組み
１　日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）を受けて、第4期中期計画に
おいて、平成35年度（令和5年度）末までに1,065人を上限としている。
２　増員のための人員確保にあたっては、医薬品、医療機器、再生医療製品
等に関する審査業務及び安全対策業務等に従事する技術系職員は高度か
つ専門的な知識・経験が求められており、高学歴者、関連業務の経験者（企
業出身者）などの優秀な人材の確保が不可欠である。
３　当法人の事業運営、製薬企業や大学等研究機関等の給与及び国家公務
員の給与等を総合的に考慮したうえで、適切な給与水準の確保について検
討を行う。
４　当機構の理念に共感する優秀な人材を育成し、職員一人ひとりの成長と
組織のパフォーマンスの最大化に寄与する人事評価制度及び給与制度を構
築する。

講ずる措置

（扶養親族がいない場合）
○ 22歳（大卒初任給（技術系））

月額 251,280円 年間給与4,096,366円

○ 35歳（係長（技術系））

月額 394,800円 年間給与6,497,618円

○ 50歳（課長（技術系））

月額 648,720円 年間給与10,634,216円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者7,900円、子１人につき
12,200円）を支給

目標管理型の人事評価制度に基づき、職員の業績を評価し、賞与や昇
格に反映させている。



Ⅲ　総人件費について

(A)

(Ｂ)

(Ｃ)

(D)

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

1,516,693
千円

11,519,943

7,878,329
千円

167,325
千円

1,957,596
千円

1,462,386
千円

11,060,688

1,897,243

千円

非常勤役職員等給与

千円

10,718,875

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

福利厚生費
1,405,136

7,416,171
給与、報酬等支給総額

令和元年度 令和3年度

千円

退職手当支給額

1,784,934
千円

区　　分 令和2年度

千円

112,634
千円

千円

7,619,334
千円

81,725
千円

千円

・給与、報酬等支給総額給与(A)について、令和3年度は38名の増員となっ
たことにより増加した。

・退職手当支給額（B）について、令和3年度は退職者が７名増加するととも

に、特に定年退職者について、勤続年数の長い者が多かったことから、増

額となっている。
・福利厚生費（D)は、社会保険料等事業主負担率の上昇、職員等の増加
に伴い法定福利費が増えたことにより増額となっている。

・上記の結果、最広義人件費は4.2％の増となっている。

・「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議
決定）に基づき、以下の措置を講ずることとした。
■役員に対する措置

平成30年3月2日から、俸給月額に乗じる割合を100分の10.875から100
分の10.4625に引き下げた。

■職員に対する措置
平成30年3月28日から、職員退職手当支給規程に基づき計算して得た

額に100分の3.08の割合を乗じて得た額を減額することとした。

特になし。


